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資料３

地域福祉権利擁護 Ｈ24.9月現在
２名 権利擁護 27名（11入院/入所：16在宅） 成年後見制度への流れ
（1入院/入所：1在宅）

有償在宅
104名
（１６入院/入所：88在宅）

成年後見 有償在宅・権利
５２名（4５施設/入院：7在宅） 135名 （５１入院/入所：84在宅）

福祉公社のみ 生活保護
障害福祉課・在宅介
護支援センター 合計

地域福祉権利擁護事業 1 1 2 0 1 0 1
権利擁護事業 11 16 27 0 1 7　（１生活保護） 16
有償在宅・権利事業 51 84 135 29 0 0 89
有償在宅事業 16 88 104 33 0 1 83
成年後見事業 45 7 52 0 0 0 7

124 196 320 62 2 8 196
39% 61% 100% 19% 1% 3%

内訳６１％ 自立の内訳 人数
協力員 8

有償在宅事業の利用者の内、在宅で介護保険認定を受けていない利用者が33名。 福祉資金貸付のみ 10
その内訳・・・・・ サービスなし 15
8名が福祉公社個別サービスの協力員による家事・介護サービスを受けている。 合計 33
10名が福祉資金貸付のみ利用している利用者。
残りの15名は民間サービスも含めて全く何もサービスを受けていない。
いざという時の安心を公社に求めている利用者である。
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